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第２章 現状と課題 

 

１ 大阪市の人口等及びこども・青少年、子育てに関する状況 

 

（１）人口・出生・世帯等の状況 

 

・人口の推移 

国勢調査によると、大阪市の人口は、昭和 25 年から昭和 40 年まで大きく増加し約 316

万人となりましたが、その後減少に転じ、昭和 55 年より 260 万人台で推移しています。昭

和 55 年以降、平成 12 年までは緩やかに減少していましたが、その後やや増加しており、

平成 27 年には約 269 万人となっています。 

全国や大阪府の人口は、昭和 25 年から平成 22 年まで一貫して増加を続けてきましたが、

その後減少しています。 

今後の推計をみると、大阪市の人口は平成 27 年以降、本格的な人口減少局面に向かうと

予測されます。（図１） 

 

資料：大阪市地域福祉基本計画（実績値は国勢調査、推計値は大阪市人口ビジョン（平成 28 年）） 
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図１ 人口の推移と推計

全国 大阪府 大阪市

（全国：百万人） （大阪府・大阪市：万人）
←実績Ｉ推計→
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・年少人口・高齢者人口の推移 

大阪市の年少人口（０～14 歳）は、昭和 35 年をピークに減少しており、平成 27

年は 29 万 5 千人となっています。また、令和２年以降も減少し、令和 22 年には 20

万人になると見込まれています。（図２） 

 
資料：大阪市地域福祉基本計画（実績値は国勢調査、推計値は大阪市人口ビジョン（平成 28 年）） 

 

・年齢別転入数・転出数 

 平成 29 年から平成 30 年にかけての大阪市の社会増減数（転入数－転出数＋その他増減）

をみると、「20～24 歳」が最も多く、次いで「25～29 歳」となっています。社会増減数が

マイナス、つまり転出超過となっている年齢は、「0～9 歳」「30～39 歳」及び「75 歳以上」

となっており、30 歳代の子育て世帯の転出が多いと考えられます。（図３） 

 
資料：大阪市都市計画局調べ 
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図２ 年少人口・高齢者人口の推移と推計
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・区別の人口の推移 

 大阪市内各区における平成 22 年から平成 27 年の区別の人口増減率をみると、人口増加

率の高い区は中央区 18.3％、浪速区 13.0％、北区 12.0％、西区 11.3％などとなっています。

一方、人口減少率が高い区は、西成区 8.3％減、大正区 6.3％減、港区 3.4％減、東住吉区

3.4％減、住之江区 3.3％減などとなっています。市内中心部の区の人口増加が顕著となって

います。（図４・５） 

図４ 区別の人口増減率（平成 22年・平成 27年比較） 

資料：大阪市都市計画局調べ 

図５ 区別の人口の推移（平成 22年・平成 27年比較） 

 

資料：大阪市都市計画局調べ 

121,972
200,005

130,724
155,572

127,210
106,350

111,182
165,832

92,455
134,009

80,231
176,585

172,078
97,504

61,745
69,775
69,510

84,947
83,058

78,687
65,569
67,290

102,632
110,392

60,000 110,000 160,000 210,000

西成区

平野区

東住吉区

住吉区

住之江区

阿倍野区

鶴見区

城東区

旭区

生野区

東成区

東淀川区

淀川区

西淀川区

浪速区

天王寺区

大正区

港区

西区

中央区

此花区

福島区

都島区

北区

平成22年（人）

111,883
196,633

126,299
154,239

122,988
107,626
111,557

164,697
91,608

130,167
80,563

175,530
176,201

95,490
69,766

75,729
65,141

82,035
92,430
93,069

66,656
72,484

104,727
123,667

60,000 110,000 160,000 210,000

西成区

平野区

東住吉区

住吉区

住之江区

阿倍野区

鶴見区

城東区

旭区

生野区

東成区

東淀川区

淀川区

西淀川区

浪速区

天王寺区

大正区

港区

西区

中央区

此花区

福島区

都島区

北区

平成27年（人）



11 

 

・外国人住民数の推移 

 大阪市の外国人住民数は、平成 26 年度以降急増しており、平成 30 年 12 月末日時点で

137,467 人となり５年間で 21,185 人増加し、政令指定都市の中で外国人住民数・外国人住

民比率が最も高い状況です。（図６・表１） 

都市名 総人口
外国人

住民数
比率

大阪市 2,702,432 131,582 4.9%

名古屋市 2,288,240 78,556 3.4%

京都市 1,415,775 44,282 3.1%

神戸市 1,542,935 46,880 3.0%

浜松市 807,013 22,815 2.8%

川崎市 1,488,031 38,811 2.6%

千葉市 967,832 24,635 2.5%

横浜市 3,737,845 91,440 2.4%

福岡市 1,529,040 35,257 2.3%

相模原市 718,192 13,549 1.9%

表１　政令市外国人住民比率

（上位10市）

 

資料：大阪市市民局調べ 

 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及

び世帯数」（平成 30 年１月 1 日現在）をもとに作成 

 

・出生数の推移 

大阪市の出生数をみると、年によって減少したり、増加したりしていますが、全体的な傾

向として、減少傾向にあります。（図７） 

 

資料：大阪市都市計画局調べ 
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・合計特殊出生率 

 合計特殊出生率について、平成 17 年までは下降傾向でしたが、平成 22 年からは上昇傾

向にあります。（図８） 

合計特殊出生率：「15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、一人の

女性が一生の間に産むと想定されるこどもの数を表しています。 

 

資料：大阪市健康局調べ 

 

・一世帯当たり人員の推移 

 一世帯当たり人員をみると、全国、大阪府、大阪市ともに年々減少しています。大阪市は、

全国や大阪府よりも低く推移しています。（図９） 

 
資料：総務省統計局「国勢調査」 
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（２）こども・青少年を取り巻く状況 

 

・学力 

 各年度の全国学力・学習状況調査において、大阪市のこどもは、国語、算数・数学とも全

国平均を下回っています。（図 10・11） 

 

Ａ問題：主として「知識」に関する問題、Ｂ区分：主として「活用」に関する問題 

※ 令和元年度より一体的に出題する形になったため、令和元年度はＡ・Ｂの区分なし 

※ 全国の平均正答率を１としたきの大阪市の割合を「対全国比」として表しています 

 

資料：各年度全国学力・学習状況調査 

・規範意識・社会性 

 令和元年度全国学力・学習状況調査において、大阪市のこどもは「学校のきまり・規則を

守っている」と答えた割合が全国平均より低い傾向にあります。（図 12・13） 

 

資料：各年度全国学力・学習状況調査 
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 また、令和元年度全国学力・学習状況調査において、大阪市のこどもは「人の役に立つ人

間になりたいと思いますか」と答えた割合が全国平均より低い傾向にあります。（図 14・15） 

 

資料：各年度全国学力・学習状況調査 

 

・自己肯定感 

 令和元年度全国学力・学習状況調査において、大阪市のこどもは「自分によいところがあ

ると思う」と答えた割合が全国平均より低い傾向にあります。（図 16・17） 

 

資料：各年度全国学力・学習状況調査 
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また、「将来の夢や目標を持っている」と答えたこどもの割合も全国平均より低い傾向に

あります。（図 18・19） 

 

資料：各年度全国学力・学習状況調査 

 

 市内在住の 15 歳から 39 歳までの若者に対し、大阪市が平成 25 年と平成 30 年に行った

調査では、平成 25 年と比べ、平成 30 年度は「将来の夢がある」と答えた若者の割合が低

くなっています。（図 20・21） 

 

資料：平成 25 年・平成 30 年大阪市次世代育成支援に関する若者意識調査 
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・基本的生活習慣 

 令和元年度全国学力・学習状況調査において、大阪市のこどもは「朝食を毎日食べていま

すか」と答えた割合が全国平均より低い傾向にあります。（図 22・23） 

 

資料：各年度全国学力・学習状況調査 

 

・いじめ・不登校 

 いじめの認知件数について、大阪市は、小学校において、全国、大阪府よりも多くなって

います。これは、いじめそのものの件数が増えたということではなく、学校における認知が

進んでいるということを示しています。（図 24・25） 

 

 

※ 棒グラフは件数、折れ線グラフは 1000 人当たりの比率        資料：大阪市教育委員会事務局調べ 
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 また、大阪市における不登校児童生徒の在籍比率については、年々伸びており、全国、大

阪府と比べ、高い数値となっています。（図 26・27） 

 

※ 棒グラフは人数、折れ線グラフは在籍比率              資料：大阪市教育委員会事務局調べ 

 

（３）子育てに関する状況 

 

・未受診妊婦 

 大阪市における未受診妊婦数について、平成 25 年の 122 人をピークに減少しています。 

 大阪府における未受診の理由について、全体では「知識の欠如」が 30.2％、ついで、「経

済的な問題」が 23.1％となっています。10 歳代妊産婦については、妊娠に気づかなかった

という「知識の欠如」、家族に言えずどうしていいのかわからなかったなど「妊娠の事実の

受容困難」が多くなっています。（図 28・29） 

 

資料：大阪府健康医療部調べ 
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・待機児童 

待機児童数は、平成 30 年度に 65 人となり、令和元年４月１日時点で 28 人となってい

ます。一方で、利用保留児童については、依然として 2,200 人を超えている状況です。（図

30）

 

資料：大阪市こども青少局調べ 

 

・児童虐待 

 大阪市こども相談センターで対応した児童虐待相談件数については年々増加しており、

平成 30 年度速報値で 6,295 件となっています。（図 31） 

 

資料：大阪市こども青少年局調べ 
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 こどもの生命が奪われるといった重大な児童虐待に関し、児童虐待による死亡事例が毎

年発生しています。（図 32） 

 

資料：令和元年度全国児童福祉主管課長・児童相談所長会議資料（厚生労働省） 

 

なお、検証結果によると、図 32 の死亡事例について、次のような状況がみられています。 

・０歳児の割合が 47.9％、中でも０日児の割合が 19.1％になっており、さらに、３歳児以

下の割合が 77.2％を占めている。 

・加害者の割合は実母が 55.1％で最も多い。 

・予期していない妊娠／計画していない妊娠、妊婦健康診査未受診の状況が 25％強でみら

れている。 

・家庭における地域社会との接触がほとんどない事例が 39.1％あった。 

 

・社会的養護 

＜現在策定中の大阪市社会的養育推進計画の内容を掲載＞（図 33） 
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図32 児童虐待による死亡事例（心中以外の虐待死）の推移（全国）

社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会の検証結果
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（４）子育ち・子育て環境の状況 

 

・こどもの貧困 

 平成 28 年に実施した「大阪市子どもの生活に関する実態調査」によると、収入の状況に

ついて、５歳児のいる世帯では、ふたり親世帯は 400 万円から 500 万円未満の世帯が最も

多いのに対し、父子世帯は 300 万円から 400 万円未満、母子世帯が 200 万円未満の世帯が

最も多くなっています。（図 34） 

 また、５歳児のいる世帯において、初めて親になった年齢別に見た就労状況は、若年で親

になった世帯の方が正規群の割合が低くなっています。（図 35） 

 ５歳児のいる世帯について、世帯構成別に見たしつけの状況をみると、ふたり親世帯、母

子世帯、父子世帯の順に割合が低くなっています。（図 36） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大阪市子どもの生活に関する実態調査（平成 28 年） 
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図 34 世帯構成別に見た、収入の状況（５歳児のいる世帯） 
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 図 11-１ 就労状況別に見た、家計状況（小５・中２のいる世帯） 
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・こどもの安全 

 少年が主たる被害者となる刑法犯の認知件数について、小学生、中学生、高校生について

は減少傾向にありますが、未就学のこどもについては増加傾向にあります。（図 37） 

 
資料：少年非行、児童虐待及び子供の性被害の状況（警察庁） 

 

 大阪府におけるこども（15 歳以下でかつ中学生以下）の事故発生件数については、減少

傾向にあります。（図 38） 

 

資料：大阪の交通白書（平成 30 年版）（大阪府警） 
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